
  

 

行財政改革調査特別委員長報告 

平成２８年３月１５日 

  

行財政改革調査特別委員会における審査の経過と今後の行財政改革推進に対す

る意見について申し上げます。 

行財政改革調査特別委員会は，平成２４年６月定例会において設置され，１１

人の委員による構成で，これまで１８回の委員会を開催いたしました。 

委員会では，第２次三次市行財政改革大綱（平成２３年度～平成２６年度）及

び第２次三次市行財政改革推進計画の各取組項目の効果・効率性を含めその進捗

状況の確認と，次期計画である平成２６年度策定の第３次三次市行財政改革大綱

（平成２７年度～平成３０年度）及び平成２７年度策定の第３次三次市行財政改

革推進計画について，実効性や効果等について，担当部局長等の出席を求め，慎

重に審査し，一定の指摘等を行ってまいりました。 

この第３次推進計画は，市民，学識経験者や市議会からの意見も含め，４８の

取組項目の設定や実施手法の検討がなされ，また，全職員の共通認識により計画

を推進していくため，研修会を実施され着実な実施を図られていることにつきま

して，大いに評価するところであります。 

 市の財政について歳入環境を見ますと，合併特例加算措置を講じた普通交付税

の平成２７年度からの段階的縮減，あるいは，生産年齢人口の減少傾向に伴う税

収減など厳しい現状であり，限られた財源や資源を有効に使い，創意と工夫によ

り市民満足度を高める施策を展開するため，これまで以上の行財政改革推進の取

組が必要と考えます。 

 

これらの状況の中，委員会として次のとおり意見を申し上げます。 

１ 「しあわせを実感しながら，住み続けたいまち」づくりを形成していくため

に，市民，地域，企業，ＮＰＯ，議会などと連携・補完し合いながら協働によ

る行財政改革を推進されたい。 

２ 推進計画の進捗管理の徹底とＰＤＣＡの確実な実践により，取組項目の見直

しも含め，着実な目標達成を図られたい。 



  

 

３ 推進計画の内容や進捗状況等について，積極的に市民に対して数値データや

グラフなど駆使し，視覚的にも工夫した分かりやすい広報を実施するとともに，

市民からの意見や提案を聴取し，できるだけ計画推進に反映されたい。 

４ 費用対効果の意識を常に持ちながら，積極的に民間活力を導入し，民間委託

や民営化による現行サービスへの付加価値化や統合化を図り，一層の市民サー

ビスの向上に努められたい。 

５ 市民の視点に立った質の高い公共サービスを提供するため，自ら積極的に市

民と対話を行うとともに地域等への市民協働活動にも参加する，高いコミュニ

ケーション能力や政策形成能力を有する職員の養成に努められたい。 

 

 意見は以上５項目でありますが，財源確保がさらに厳しくなることが予想され

る中で，これまで以上に効果的で良質な市民サービスを提供できるシステムの構

築を図り，市民生活の安全・安心を基軸として，市民の多様なニーズにきめ細か

く対応するよう，不断の決意を持って行財政改革の推進にあたられることを切望

いたします。 

 

結びに，行財政改革の強力な推進に向け，市議会としても引き続き調査・研究

していく必要性があることを申し添え，行財政改革調査特別委員長報告といたし

ます。 

 

 


